
  2009 Summer IMF JC   38  2009 Summer IMF JC   38

【
フ
ラ
ン
ス
】

 
企
業
支
援
重
視
の
経
済
刺
激
策
に

 

労
組
は
反
発

FR
A
N
CE

特
集
5-

6

　

フ
ラ
ン
ス
の
雇
用
情
勢
も
厳
し
い
状
況

が
続
い
て
い
る
。
2
0
0
6
年
春
か
ら
改

善
傾
向
が
続
い
て
い
た
失
業
状
況
は
、
今

回
の
世
界
的
な
金
融
・
経
済
危
機
の
影
響

を
受
け
て
悪
化
の
一
途
を
た
ど
っ
て
お

り
、
2
0
0
9
年
２
月
末
に
は
、
失
業
者

数
が
2
2
0
万
4
5
0
0
人
に
達
し
た
。

2
2
0
万
人
を
超
え
た
の
は
、
06
年
上
半

期
以
来
の
こ
と
で
あ
る
。

　

国
立
統
計
経
済
研
究
所
（IN

SE
E

）

が
、
６
月
４
日
に
発
表
し
た
雇
用
調
査

結
果
に
よ
る
と
、
2
0
0
9
年
第
１
四
半

期（
1‒

3
月
）の
失
業
率
（
海
外
県
を

除
く
）
は
8

・

7
％
（
I
L
O
基
準
）で
、

2
0
0
8
年
第
４
四
半
期
の
7

・

6
％

（
修
正
済
み
）か
ら
1

・1
ポ
イ
ン
ト
上
昇
、

失
業
者
数
は
2
4
5
万
5
0
0
0
人
に

べ
き
雇
用
を
後
回
し
に
し
て
い
る
」
と
労

組
か
ら
強
い
批
判
を
受
け
た
。
労
組
は
、

「
フ
ラ
ン
ス
の
労
働
者
は
、
自
分
た
ち
に

責
任
の
な
い
経
済
危
機
の
た
め
に
、
賃
金

や
雇
用
の
不
安
の
犠
牲
を
払
わ
さ
れ
て
い

る
と
強
く
感
じ
て
い
る
」
と
主
張
す
る
と

と
も
に
、
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
に
よ
る

雇
用
創
出
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
雇
用
対
策

を
求
め
た
が
、
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
が
08

年
10
月
末
に
発
表
し
た
雇
用
に
関
す
る

緊
急
行
動
計
画
は
、
特※２
殊
雇
用
契
約
に
よ

る
公
的
部
門
に
お
け
る
雇
用
増
加
や
、
再

就
職
支
援
を
目
的
と
す
る
職
業
移
行
契
約

（
C
T
P
）の
適
用
範
囲
拡
大
な
ど
を
柱
と

す
る
も
の
で
あ
っ
た
。

　

そ
の
後
も
経
済
・
雇
用
情
勢
は
予
想
を

上
回
る
ス
ピ
ー
ド
で
悪
化
し
、
サ
ル
コ
ジ

大
統
領
は
09
年
２
月
、
対
策
を
協
議
す
る

た
め
に
労
使
代
表
を
大
統
領
府
に
招
集
、

（
１
）
被
保
険
者
と
し
て
の
期
間
が
短
い
た

め
に
失
業
手
当
を
受
給
で
き
な
い
失
業
者

に
対
し
て
、
5
0
0
ユ
ー
ロ
の
特
別
手
当

を
４
月
か
ら
支
給
す
る

（
２
）
雇
用
と
職
業
訓
練
の
た
め
の
「
社
会

投
資
基
金
」（
国
庫
負
担
50
％
）
を
創
設
す

る（
３
）
従
業
員
の
一
時
帰
休
や
リ
ス
ト
ラ
を

実
施
し
た
企
業
の
経
営
者
の
報
酬
を
削
減

す
る

と
い
う
内
容
の
、
総
額
26
億
ユ
ー
ロ
に
の

ぼ
る
生
活
支
援
策
を
示
し
た
。

　

さ
ら
に
４
月
に
は
、
深
刻
化
す
る
若
年

者
の
失
業
率
の
悪
化
を
受
け
て
、
政
府
は

総
額
13
億
ユ
ー
ロ
に
の
ぼ
る
若
年
者
の
た

上
っ
た
。
さ
ら
に
、
５
月
の
失
業
者
数
は

2
5
4
万
3
1
0
0
人
に
の
ぼ
り
、
前
月

比
で
１
・５
％
増
、
前
年
同
月
比
で
は
26
・

４
％
増
と
な
っ
た※
１
。

　

世
界
的
な
金
融
・
経
済
危
機
下
で
雇
用

不
安
が
募
る
中
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
は
雇
用

対
策
に
先
立
ち
、
総
額
3
6
0
0
ユ
ー
ロ

に
の
ぼ
る
金
融
機
関
支
援
策
や
2
6
0
億

ユ
ー
ロ
を

超
え
る
企

業
支
援
重

視
の
経
済

刺
激
プ
ラ

ン
を
発
表
、

「
企
業
を
優

先
し
、
最

も
優
先
す

雇用を求めてデモをするフランス人女性労働者

労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構　

国
際
研
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め
の
緊
急
雇
用
対
策
を
発
表
し
た
。
こ
の

新
プ
ラ
ン
は
、
26
歳
未
満
の
若
年
者
を

対
象
と
す
る
職
業
訓
練
や
見※３
習
い
訓
練
制

度
、
熟
練
化
契
約（
資
格
取
得
を
目
指
し

職
業
訓
練
を
受
け
な
が
ら
就
業
す
る
雇
用

契
約
）
に
よ
る
資
格
取
得
、
特
殊
雇
用
契

約
に
よ
る
雇
用
促
進
を
目
的
と
し
、
09
年

６
月
か
ら
の
１
年
間
で
若
年
者
50
万
人

以
上
の
雇
用
を
目
指
す
と
い
う
も
の
。
見

習
い
訓
練
生
（apprenti

）
や
熟
練
化
契

約
に
よ
っ
て
若
年
者
を
採
用
し
た
企
業
に

は
、
特
別
助
成
金
を
支
給
す
る
な
ど
、
企

業
負
担
を
軽
減
す
る
内
容
に
企
業
側
は
賛

成
し
て
い
る
一
方
で
、
労
組
側
の
反
応
は

「
既
存
の
制
度
を
財
政
面
だ
け
で
カ
バ
ー

す
る
と
い
う
現
実
味
の
な
い
プ
ラ
ン
」
と

冷
や
や
か
で
あ
っ
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
政
府
が
経
済
・
雇
用
対

策
を
矢
継
ぎ
早
に
打
ち
出
し
て
き
た
も
の

の
、
景
気
状
況
の
好
転
は
見
込
め
ず
、
国

民
の
不
満
は
、
大
規
模
ス
ト
・
デ
モ
と
い

う
形
で
爆
発
し
た
。
１
月
と
３
月
に
続
き
、

労
働
者
の
祭
典
で
あ
る
メ
ー
デ
ー
の
５
月

１
日
に
は
、
経
済
・
雇
用
危
機
へ
の
新
た
な

対
策
を
求
め
て
、
フ
ラ
ン
ス
各
地
で
デ
モ

行
進
が
行
わ
れ
た
。
今
回
の
メ
ー
デ
ー
で

は
、C
G
T（
労
働
総
同
盟
）、C
F
D
T（
フ

ラ
ン
ス
民
主
労
働
同
盟
）、
C
F
T
C
（
フ

ラ
ン
ス
キ
リ
ス
ト
教
労
働
同
盟
）、
C
G
C

（
管
理
職
組
合
総
連
盟
）、
F
O

（
労
働
者
の
力
）、
U
N
S
A（
独

立
組
合
全
国
連
合
）、F
S
U（
統

一
労
働
組
合
連
合
）、U

nion 
syndicale Solidaires
（
連
帯

労
働
組
合
ユ
ニ
オ
ン
）の
８
労
働

組
合
が
統
一
行
動
を
と
り
、
雇

用
確
保
と
購
買
力
の
向
上
の
た

め
の
新
た
な
施
策
を
政
府
に
要

求
し
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
政
府
は
「
経

済
危
機
は
世
界
的
な
も
の
で
、

デ
モ
が
危
機
を
解
決
す
る
の
で

は
な
い
。
逆
に
重
要
な
の
は
、

統
一（unité

）
で
あ
る
。
我
々

は
既
に
多
く
の
手
段
を
講
じ
て

お
り
、
そ
の
効
果
も
感
じ
ら
れ

始
め
て
い
る
」
と
し
、
財
政
出
動
の
伴
う

対
策
を
今
後
追
加
す
る
考
え
の
無
い
こ
と

を
表
明
す
る
な
ど
、
政
策
変
更
を
拒
否
す

る
姿
勢
を
崩
し
て
い
な
い
。
６
月
に
は
、

2
0
1
0
年
ま
で
に
公
的
年
金
の
支
給
開

始
年
齢
の
引
き
上
げ
を
決
定
し
た
い
意
向

を
表
明
し
、
早
期
退
職
か
ら
「
よ
り
長
く

就
労
す
る
」
方
向
へ
の
シ
フ
ト
を
国
民
に

求
め
た
。
７
月
に
は
、
野
党
や
労
組
だ
け

で
な
く
与
党
内
か
ら
も
強
い
反
発
を
受
け

審
議
が
無
期
延
期
と
な
っ
て
い
た
、
日
曜

営
業
の
規
制
を
緩
和
す
る
法
案
が
上
院
で

可
決
さ
れ
た
。
通
称
「
日
曜
労
働
の
解
禁
」

と
さ
れ
る
同
法
案
は
、
経
済
発
展
を
目
指

す
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
が
、「
日
曜
日
の
営
業

の
拡
大
は
雇
用
機
会
に
つ
な
が
り
、
労
働

者
の
所
得
増
や
消
費
の
拡
大
、
ひ
い
て
は

景
気
回
復
を
も
た
ら
す
」
と
い
う
主
張
の

も
と
、
就
任
直
後
か
ら
成
立
を
目
指
し
て

い
た
も
の
で
あ
る
。

　

雇
用
情
勢
が
悪
化
の
一
途
を
た
ど
る
な

か
、「
働
き
た
い
者
が
よ
り
働
き
、
よ
り
稼

ぐ
」
と
い
う
ス
ロ
ー
ガ
ン
を
実
現
す
る
形

で
こ
の
危
機
を
乗
り
越
え
よ
う
と
す
る
政

府
に
対
し
て
、
労
組
の
反
発
は
ま
た
強
ま

り
を
見
せ
て
い
る
。

※
１ 

経
済
・
財
務
・
雇
用
省
が
６
月
25
日
に
発

表
し
た
失
業
者
統
計
に
よ
る
。

※
２ 

あ
る
一
定
の
条
件
の
下
で
締
結
で
き
る
雇

用
契
約
で
、
雇
用
主
へ
の
賃
金
補
助
や

再
就
職
後
の
職
業
訓
練
費
用
の
補
助
な

ど
を
雇
用
契
約
に
盛
り
込
む
こ
と
に
よ

り
、
雇
用(

再
就
職)

促
進
を
図
る
も
の

で
、
フ
ラ
ン
ス
の
積
極
的
失
業
対
策
の

ひ
と
つ
。

※
３ 

16
〜
25
歳
の
若
年
者
を
対
象
に
、
一
般
教

育
、
理
論
、
実
践
を
施
し
、
各
種
レ
ベ

ル
の
職
業
資
格
を
取
得
さ
せ
る
こ
と
を

目
的
と
し
た
制
度
。
見
習
い
訓
練
生
は
、

C
D
D
（
有
期
雇
用
契
約
）で
採
用
さ
れ
、

働
き
な
が
ら
、
見
習
い
訓
練
セ
ン
タ
ー

（
C
F
A
）
で
座
学
を
受
講
す
る
。

フランスの労働者

世界的な経済危機で雇用と賃金の確保を求めるフランス人労働者




